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令和７年度岳南排水路管理組合会計歳入歳出決算及び財産に関する調書 

並びに基金運用状況の審査意見について 

 

 

地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定に基づき、審査に付

された令和７年度会計の歳入歳出決算及び関係書類並びに基金運用状況についての

審査結果を意見書として提出します。 



令和７年度岳南排水路管理組合会計歳入歳出決算及び財産に関する調書並びに 

基金運用状況の審査について 

 

 

１ 審査の対象 

（１） 会計歳入歳出決算 

（２） 財産に関する調書 

（３） 基金運用状況 

 

 

２ 審査の期間 

令和８年７月６日から同年８月２８日まで 

 

 

３ 審査の方法 

審査は、歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書及び

関係諸帳簿並びに証拠書類などにより決算計数を精査し、併せて執行事業は関係職員からその

内容の説明を聴取して実施した。 

基金の運用状況の審査は、関係諸帳簿と照合して、計数の正否を精査し、運用の妥当性を審

査した。 

 

 

４ 審査の結果 

審査に付された決算書、関係書類及び諸帳簿は、いずれも関係法令を遵守した処理がなされ、

計数は関係諸帳簿と符合していることが認められた。また、予算の執行、財産の管理、基金の

運用状況及び事務処理の方法についても、運営全般にわたり妥当と認められた。 

審査結果の概要及び意見は、次のとおりである。 

また、一部の事務において検討を要する事項が見受けられたので、岳南排水路管理組合監査

基準に基づき後述のとおり示す。 

 

 ⑴ 事務の執行、事業の管理状況等についての意見 

ア 決算の概要 

   令和７年度の決算総額は、歳入が５８７,５３１,０３９円、歳出は５６４,９５２,８２５

円であり、歳入歳出の状況を前年度と比べてみると、歳入が５,２１１,９５８円（０.９％）、

歳出が２０,５２１,３１３円（３.８％）それぞれ増加している。 

歳入において、使用料及び手数料のうち、基本料金と従量料金から構成される使用料収入

は、基本料金で１５１,２２６,８１２円、従量料金で２６９,５２０,７２６円の合計 

４２０,７４７,５３８円となり、前年度と比べ基本料金に増減はなく、従量料金で 

６,９６９,４０３円（２.５％）減少し、全体では６,９６９,４０３円（１.６％）の減少と

なっている。 
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なお、基本料金の基礎となる許可排水量は、本年度中に増減はなく１,１１２,２８９ 

㎥／日となり、従量料金の基礎となる実績排水量の年度累計は、前年度と比べ 

５,２８９,５１９㎥（２.５％）減少した２０３,４７３,０２９㎥となっている。 

また、使用工場数は年度途中に新規・廃止工場がなかったため、前年度と同様の８６工場

となり、このうち休止工場数は９工場で、稼働工場数は７７工場となっている。 

その他の歳入の主なものでは、財産収入が１７,６０３,４９１円（２５.０％）減少した一

方、繰入金が１８,０００,０００円（３５.３％）、繰越金が５,２３６,９４７円 

（１６.０％）増加している。 

   歳出では、基金積立金の諸支出金が１７,６４５,９８４円（２３.４％）減少した一方、施

設維持改良費などの総務費が３８,０９１,６５５円（８.１％）増加している。 

事業執行においては、予定された事業は適正に執行されており、また、基金運用において

は、国債、地方債など安全性の高い債券で、安定した運用が図られている。 

 

  イ 意見 

使用工場の多くを占める紙産業を取り巻く環境は、人口減少や物価上昇による消費者の買

い控えなどの課題があるものの、衛生用紙はインバウンドの増加に伴う業務用需要により比

較的堅調に推移した。これに対し、印刷・情報用紙は情報収集手段の多様化やデジタル化の

加速により需要の減少が続いており、厳しい状況となっている。 

本組合においては、歳入では、本年度も使用者の廃止及び新たな休止はなかったものの、

排水量が減少したことにより使用料は減収となり、また、歳出では、給与改定及び職員数の

増により人件費などで支出が膨らんだ。これにより、実質単年度収支が 3 年ぶりの赤字とな

っており、基金の取り崩し額が増加するなど厳しい財政状況となっている。 

今後も良好な維持管理と事業運営を継続するため、限られた財源を効率的かつ効果的に活

用するとともに、将来の財政収支を見通した総合的、計画的な対応を図り、持続可能で健全

な財政運営に取り組むことを要望する。 

 

 

 ⑵ 処置結果 

   各会計歳入歳出決算及び基金運用状況の審査における処置結果は、次のとおりである。 

 

【各処置区分の件数】 

区分 件数 

指摘 0 件 

注意 0 件 

指導 0 件 

検討・要望 1 件 

合計 1 件 
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◎ 総   括 

 

１ 決 算 概 要 

 

令和７年度の決算額は、次のとおりである。 

予算現額  ５７６,２４９,０００円 

歳  入  ５８７,５３１,０３９円 

歳  出  ５６４,９５２,８２５円 

差引残額   ２２,５７８,２１４円 

歳入決算額は、予算現額に対する収入率１０２.０％、調定額に対しては１００.０％となっ

ている。 

また、歳出決算額の執行率は、予算現額に対し９８.０％で、差引残額は翌年度へ繰り越す 

措置をしている。 

なお、歳入歳出決算額の３か年度の推移は、次表のとおりである。 

 

［歳 入］ 

                           （単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 決算額 
対予算

比 率 

対調定

比 率 

不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予算現額 

と決算額 

との比較 

7 576,249,000 587,531,039 587,531,039 102.0 100.0 0 0 11,282,039 

6 563,928,000 582,319,081 582,319,081 103.3 100.0 0 0 18,391,081 

5 580,517,000 586,867,694 586,867,694 101.1 100.0 0 0 6,350,694 

 

 

［歳 出］ 

                           （単位：円、％） 

年度 予算現額 

決算額 

翌年度繰越額 不用額 

予算現額 

と決算額 

との比較 
金 額 執行率 

7 576,249,000 564,952,825 98.0 0 11,296,175 11,296,175 

6 563,928,000 544,431,512 96.5 0 19,496,488 19,496,488 

5 580,517,000 554,217,072 95.5 0 26,299,928 26,299,928 
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２ 決 算 収 支 

 

決算収支は次表のとおりであり、歳入歳出差引額である形式収支は、２２,５７８,２１４円

となり、前年度と比較し１５,３０９,３５５円（４０.４％）減少している。 

また、翌年度へ繰り越すべき財源はないので、同額が実質収支となり、対歳入実質収支比率

は３.８％となっている。 

 

決 算 収 支 状 況 

                                       （単位：円） 

区   分 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

Ａ 歳 入 額 586,867,694 582,319,081 587,531,039 

Ｂ 歳 出 額 554,217,072 544,431,512 564,952,825 

Ｃ 形 式 収 支 （ Ａ － Ｂ ）  32,650,622 37,887,569 22,578,214 

Ｄ 翌年度へ繰越すべき財源 0 0 0 

Ｅ 実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ）  32,650,622 37,887,569 22,578,214 

（対歳入実質収支比率 Ｅ/Ａ） （5.6％） （6.5％） （3.8％） 

Ｆ 単年度収支（Ｅ－前年度Ｅ） △13,334,923 5,236,947 △15,309,355 

Ｇ 積 立 金 67,224,443 69,969,720 52,205,999 

Ｈ 積 立 金 取 り 崩 し 額 46,000,000 51,000,000 69,000,000 

Ｉ 実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ－Ｈ） 7,889,520 24,206,667 △32,103,356 

  

（注）積立金は、職員退職手当基金を除く。 

 

 

３ 歳入について 

決算額は５８７,５３１,０３９円で、前年度と比較し５,２１１,９５８円（０.９％）増加し

ている。 

この内容は、使用料及び手数料で６,９９７,１０３円（１.６％）、財産収入で 

１７,６０３,４９１円（２５.０％）減少したが、繰入金で１８,０００,０００円（３５.３％）、

繰越金で５,２３６,９４７円（１６.０％）、諸収入で６,５７５,６０５円（５,６０９.９％）

増加したことによっている。 

歳入各款の概要は次のとおりである。 
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第１款 使用料及び手数料 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

7 409,741,000 421,004,968 421,004,968 11,263,968 102.7 100.0 71.7 

6 409,641,000 428,002,071 428,002,071 18,361,071 104.5 100.0 73.5 

  

収入済額は、前年度と比較し６,９９７,１０３円（１.６％）減少している。 

収入済額の内訳は、各工場の岳南排水路使用にかかる使用料収入及び占用料である。 

使用料収入は基本料金（許可排水量１㎥あたり１１.３３円）と従量料金（実績排水量１㎥あた

り１.３２円）により構成され、基本料金の算定基礎となる許可排水量（㎥／日）は、本年度中に

増減はなく１,１１２,２８９㎥／日となった。 

また、従量料金の算定基礎となる実績排水量の年度累計は、前年度と比較し５,２８９,５１９

㎥（２.５％）減少した２０３,４７３,０２９㎥となった。 

これにより、使用料収入は基本料金で１５１,２２６,８１２円、従量料金で 

２６９,５２０,７２６円の合計４２０,７４７,５３８円となり、前年度と比較し基本料金に増減

はなく、従量料金で６,９６９,４０３円（２.５％）減少し、全体では６,９６９,４０３円 

（１.６％）減少している。 

なお、本年度の使用工場数は、年度途中に新規・廃止工場がなかったため、前年度と同様の 

８６工場であり、このうち休止工場は９工場で、稼働工場は７７工場となっている。 

占用料は２５７,４３０円（電柱設置等２１件）であった。 

以下、「３か年度の路線別排水量」及び「排水量と紙生産量の比較」は、次のとおりである。 

 

 

３ か 年 度 の 路 線 別 排 水 量 

（単位：万㎥） 

路線 

年度 
岳南１号 岳南２号 岳南３号Ａ 岳南３号Ｂ 岳南４号 岳南５号 合  計 

7 5,115 3,636 2,056 4,023 1,204 4,314 20,347 

6 5,104 3,681 2,208 4,100 1,375 4,408 20,876 

5 5,012 3,555 2,300 3,999 1,437 4,493 20,797 
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排 水 量 と 紙 生 産 量 の 比 較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２款 財産収入 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

7 52,890,000 52,945,683 52,945,683 55,683 100.1 100.0 9.0 

6 70,536,000 70,549,174 70,549,174 13,174 100.1 100.0 12.1 

 

収入済額は、前年度と比較し１７,６０３,４９１円（２５.０％）減少している。 

これは、主として岳南排水路基金の債券において、運用益金が減少したことによっている。 

収入済額の内訳は、岳南排水路基金の運用益金５２,２０５,９９９円、職員退職手当基金の運

用益金６８２,７３７円、廃鉄蓋売払収入５６,９４７円である。 

 

 

 

 

 

［ 排水量 ： 年度  紙生産量 ： 年 ］ 

※ 上記グラフの紙生産量は、富士市産業交流部産業政策課提供データによる。 

（富士宮市分紙生産量は、各調査地区内の事業所が２以下のため、公表されていない。） 
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第３款 繰入金 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

7 69,000,000 69,000,000 69,000,000 0 100.0 100.0 11.7 

6 51,000,000 51,000,000 51,000,000 0 100.0 100.0 8.8 

 

収入済額は、前年度と比較し１８,０００,０００円（３５.３％）増加している。 

これは、岳南排水路基金からの繰り入れが増加したことによっている。 

 

 

 

第４款 繰越金 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

7 37,887,000 37,887,569 37,887,569 569 100.1 100.0 6.4 

6 32,650,000 32,650,622 32,650,622 622 100.1 100.0 5.6 

 

収入済額は、前年度と比較し５,２３６,９４７円（１６.０％）増加している。 

 

 

 

第５款 諸収入 

（単位：円、％） 

年度 予算現額 調定額 収入済額 

予算現額に

対し収入済

額の増減 

収入割合 歳入総額

に対する

割  合 
対予算 対調定 

7 6,731,000 6,692,819 6,692,819 △38,181 99.4 100.0 1.1 

6 101,000 117,214 117,214 16,214 116.1 100.0 0.0 

 

収入済額は、前年度と比較し６,５７５,６０５円（５,６０９.９％）増加している。 

これは、主として派遣職員給与費等負担金を収入したことによっている。 

収入済額の内訳は、派遣職員給与費等負担金６,６４２,７１７円、職員負担分の雇用保険料 

３８,４９６円、保険事業に係る事務手数料（２件）１１,６０６円である。 
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４ 歳出について 

決算額は５６４,９５２,８２５円で、前年度と比較し２０,５２１,３１３円（３.８％）増加

している。 

これは、主として諸支出金で１７,６４５,９８４円（２３.４％）減少したが、総務費で 

３８,０９１,６５５円（８.１％）増加したことによっている。 

また、不用額は１１,２９６,１７５円であるが、主として委託料及び工事請負費の契約差金

と予備費によるものである。 

歳出各款の概要は次のとおりである。 

 

 

第１款 議会費 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

290,000 244,600 0 45,400 84.3 

 

支出済額は、前年度と比較し５５,６００円（２９.４％）増加しており、項別の支出状況は以

下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 6年度 令和 7年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 議会費 189,000 244,600 55,600 0 45,400 

 

支出済額の主なものは、定例会２回の開催に伴う報酬１９６,０００円である。 
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第２款 総務費 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

516,847,000 506,749,674 0 10,097,326 98.0 

 

支出済額は、前年度と比較し３８,０９１,６５５円（８.１％）増加しており、項別の支出状況

は以下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 6年度 令和 7年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 総務管理費 137,757,613 170,714,331 32,956,718 0 1,607,669 

２ 施設管理費 87,257,971 91,493,816 4,235,845 0 4,439,184 

３ 施設維持改良費 243,642,435 244,541,527 899,092 0 4,050,473 

計 468,658,019 506,749,674 38,091,655 0 10,097,326 

 

前年度と比較し３８,０９１,６５５円（８.１％）増加した理由は、総務管理費で 

３２,９５６,７１８円、施設管理費で４,２３５,８４５円、施設維持改良費で８９９,０９２円増

加したことによっている。 

各科目別の支出状況は、以下のとおりである。 

 

 

第１項 総務管理費 

第１目 一般管理費 

支出済額は１７０,７１４,３３１円、執行率は９９.１％で、前年度と比較し 

３２,９５６,７１８円（２３.９％）増加している。 

これは、主として一般職の給与費で１６,７９０,１５２円増加したことによっている。 

支出済額の主なものは、一般職の給与費１２２,５６３,４４７円（歳出総額の２１.７％）

である。 

 

 

第２項 施設管理費 

第１目 排水管理費 

支出済額は１,７９０,５０５円、執行率は８８.６％で、前年度と比較し１４,７８６円 

（０.８％）減少している。 

これは、主として需用費で６４,６１６円減少したことによっている。 

支出済額の主なものは、水質調査及び硫化水素調査に係る需用費（消耗品費、修繕料） 

１,０５０,７５５円、委託料４９２,２５０円である。 
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第２目 下水道管理費 

支出済額は５０,５８４,９２３円、執行率は９４.９％で、前年度と比較し 

３,１２１,５８０円（６.６％）増加している。 

これは、主として委託料で２,２６０,２２５円増加したことによっている。 

支出済額の主なものは、委託料２６,６０２,４００円及び工事請負費 

２２,４１０,３００円であり、次表のとおり執行している。 

 

①  委託料 １１件  ２６,６０２,４００円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

管内点検調査 ５ 

ＴＶカメラ調査工 ２,２６０ｍ 

目視調査工 ５,５９０ｍ 

人孔調査工 １２３か所 

管路施設調査工 １か所 

19,079,500 

ゲート点検整備 

及び作動試験 
２ 

ゲート点検 ２２門 

作動試験 ４門 
5,247,000 

 

上記の他に、４件２,２７５,９００円を支出している。 

 

②  工事請負費 １８件  ２２,４１０,３００円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

人孔整備 ７ 
鉄蓋付替工 ９か所 

舗装版撤去復旧工 ２か所 
11,036,300 

管路補修 ５ 
管渠補修工 ５か所 

人孔補修工 ７基 
4,877,400 

 

上記の他に、６件６,４９６,６００円を支出している。 

 

 

第３目 ポンプ場管理費 

支出済額は３９,１１８,３８８円、執行率は９６.４％で、前年度と比較し 

１,１２９,０５１円（３.０％）増加している。 

これは、主として委託料で１,４３４,０７０円増加したことによっている。 

支出済額は、ポンプ場運転に係る需用費（光熱水費等）４,５５４,８４８円、委託料 

３４,５６３,５４０円であり、委託料は次表のとおり執行している。 

 

①  委託料 ５件  ３４,５６３,５４０円 

事 業 名 件数 概     要  事業費（円） 

ポンプ場運転管理 １ 運転管理業務 33,000,000 

 

上記の他に、４件１,５６３,５４０円を支出している。 
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 第３項 施設維持改良費 

第１目 施設改良費 

支出済額は２４４,５４１,５２７円、執行率は９８.４％で、前年度と比較し 

８９９,０９２円（０.４％）増加している。 

これは、主として工事請負費で１０,２８３,６０３円減少したものの、委託料で 

１１,２２０,０００円増加したことによっている。 

各事業別の委託料及び工事請負費は、次表のとおり執行している。 

 

①  委託料 １件  １２,７６０,０００円 

ポンプ場施設費 １件  １２,７６０,０００円 

事 業 名 件数 概     要 事業費（円） 

ポンプ場ストックマ

ネジメント計画更新 
１ 修繕・改築計画策定業務 一式 12,760,000 

 

 

②  工事請負費 ９件  ２３０,９１２,０００円 

㋐ 管渠施設費 ７件  ２２７,０６２,０００円 

事 業 名 件数 概     要 事業費（円） 

管渠更生 ６ 管渠更生工  工事延長 ２７０.５ｍ 225,577,000 
 

上記の他に、１件１,４８５,０００円を支出している。 

㋑ ポンプ場施設費 ２件  ３,８５０,０００円 

事 業 名 件数 概     要 事業費（円）

ポンプ場水位計更新 １ 水位計更新 １台 2,200,000 

 

上記の他に、１件１,６５０,０００円を支出している。 
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第３款 公債費 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

150,000 69,815 0 80,185 46.5 

 

支出済額は、前年度と比較し２０,０４２円（４０.３％）増加しており、項別の支出状況は以

下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 6年度 令和 7年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 公債費 49,773 69,815 20,042 0 80,185 

 

 支出済額の内訳は、基金の繰替運用に伴う利子６９,８１５円である。 

 

 

 

第４款 諸支出金 

（単位：円、％） 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

57,889,000 57,888,736 0 264 99.9 

 

支出済額は、前年度と比較し１７,６４５,９８４円（２３.４％）減少しており、項別の支出

状況は以下のとおりである。 

 

（単位：円） 

項 令和 6年度 令和 7年度 増減額 翌年度繰越額 不用額 

１ 積立金 75,534,720 57,888,736 △17,645,984 0 264 

 

前年度と比較し１７,６４５,９８４円（２３.４％）減少した主な理由は、岳南排水路基金にお

いて、債券の運用益金で１７,７６３,７２１円減少したことによっている。 

支出済額の内訳は、岳南排水路基金５２,２０５,９９９円（債券利子分４７,６１９,９３８円、

債券売却差益分４,５１６,２４６円、繰替運用に伴う利子分６９,８１５円）、職員退職手当基金

５,６８２,７３７円（債券利子分６７８,０００円、大口定期預金利子分４,７３７円、積立金分

５,０００,０００円）である。 

 

 

 

第５款 予備費 

 

支出済額はなく、予算現額の全額１,０７３,０００円が不用額となっている。 

なお、本年度において予備費からの充用はなかった。 
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◎ 財産に関する調書 

 

財産に関する調書にかかる土地及び建物、物権（地上権）、物品及び施設について、財産台帳 

及び証拠書類を照合して審査した結果、その計数、内容は適正に管理されているものと認められ

た。 

 

 

 

◎ 基金運用状況 

 

１ 岳南排水路基金 

前年度末現在高は３,３２２,０１０,８５９円で、決算年度中に債券の利子（年利率 

０.１４５％～２.３００％）等の運用益金５２,２０５,９９９円を積み増ししたが、 

６９,０００,０００円を取り崩したので、決算年度末現在高は３,３０５,２１６,８５８円と

なっている。 

決算年度中の債券の動向は、下表の購入等により、債券本数は前年度末から１本増加した 

３１本（額面総額３２億２千万円）となり、購入額の合計は前年度末から１１,４３６,４３８

円増加した３,１９７,６３１,７８９円となっている。 

なお、決算年度中は保有する債券にて安全かつ安定した運用を図り、債券利子 

４７,６１９,９３８円、売却差益４,５１６,２４６円の運用益金を得ている。 

 

【債券の購入・買換え】 ※丸数字の番号は、次頁の各債券の番号に対応している。 

銘柄名等 利率 購入金額 売却差益 

買換え 

売却 第 108 回 利付国債 1.900% 98,563,562 円 4,516,246 円 

購入 東京電力パワーグリッド㈱第 87 回社債 ⑭ 3.381% 100,000,000 円 ― 

購    入 静岡県第4回公募公債(ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ･5年) ③ 1.158% 10,000,000 円 ― 

 

 

２ 職員退職手当基金 

前年度末現在高は６４,１１７,２３４円で、債券の利子（年利率１．１３０％）等の運用益

金６８２,７３７円と積立金５,０００,０００円の合計５,６８２,７３７円を積み増ししたた

め、決算年度末現在高は６９,７９９,９７１円となっている。 

- 14 -



（単位：円）

１　岳南排水路基金

年度 利回り

R5 2.048%

R6 2.118%

R7 1.571%

R7年度　岳南排水路基金　運用益金内訳

岳南排水路基金預金状況（R8.3.31現在）

番号 利率

1 0.150%

2 第118回　利付国債 2.000%

3 1.158%

4 0.145%

5 第136回　利付国債 1.600%

6 東京電力パワーグリッド㈱第42回社債 1.130%

7 第187回　日本高速道路保有債 1.662%

8 第36回　地方公共団体金融機構債 1.566%

9 東京電力パワーグリッド㈱第36回社債 1.450%

10 東京電力パワーグリッド㈱第40回社債 1.370%

11 東京電力パワーグリッド㈱第46回社債 1.050%

12 東京電力パワーグリッド㈱第48回社債 0.880%

13 東京電力パワーグリッド㈱第51回社債 1.100%

14 東京電力パワーグリッド㈱第87回社債 3.381%

15 Ｆ733回　地方公共団体金融機構債 1.161%

16 1.850%

17 第165回　日本高速道路保有債 1.626%

18 静岡県第12回公募公債 0.822%

19 第60回　利付国債 0.900%

20 静岡県第15回公募公債 0.731%

21 第20回　東京都公募公債 0.722%

22 第75回　利付国債 1.300%

23 第17回　地方公共団体金融機構債 1.332%

24 1.815%

25 第18回　地方公共団体金融機構債 1.841%

26 第82回　利付国債 1.800%

27 大阪市第19回30年公募公債 2.300%

28 愛知県令和6年度第10回公募公債(30年) 2.191%

29 第20回　地方公共団体金融機構債 2.253%

30 第177回　日本高速道路保有債 1.104%

31 第187回　日本高速道路保有債 1.308%

95,765,753(100,000,000)

額　　面 購入金額

(100,000,000) 100,000,000

(200,000,000)

(100,000,000)

10,000,000

(200,000,000)

100,000,000

(10,000,000) 10,000,000

297,508,110(300,000,000)

(100,000,000)

令和36年 6月19日 (100,000,000) 100,000,000

令和36年 6月19日 (100,000,000) 100,000,000

令和36年10月28日 (100,000,000) 100,000,000

前年度末現在高 運 用 益 金 積　立　金 取り崩し額 決算年度末現在高

3,303,041,139 69,969,720 0 51,000,000 3,322,010,859

3,281,816,696 67,224,443 0 46,000,000 3,303,041,139

令和35年10月28日 (100,000,000)

3,322,010,859 52,205,999 0 69,000,000 3,305,216,858

運用益金計債券利子

47,619,938

繰替運用に伴う利子

52,205,999

(100,000,000) 100,000,000

(100,000,000) 100,000,000

197,745,260

債券売却差益

50,000,000

第493回　日本高速道路保有債(ｿｰｼｬﾙﾎﾞﾝﾄﾞ)

静岡県第1回公募公債(ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ・5年)

100,000,000

(100,000,000) 99,999,561

令和 9年 9月17日

69,815

令和17年 7月13日

令和35年 9月19日

銘　柄　名 償　還　日

令和26年11月30日

長野県令和3年度第3回公募公債(ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ(10年))

令和27年 9月20日

静岡県第4回公募公債(ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ・5年) 令和12年 6月20日

令和30年 3月19日

令和16年 4月28日

別 段 預 金

令和17年 4月23日

令和15年 3月18日

令和14年 3月20日

令和22年10月 9日

令和18年 4月22日

東京都公募公債(東京ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ(30年))第7回

基 金 運 用 状 況

預金保有高

4,516,246

100,000,000

100,000,000

100,000,000

193,177,031

99,705,369

99,984,320

令和33年 9月20日 (100,000,000)

100,000,000

令和12年 6月20日

令和14年10月 8日 (40,000,000) 40,000,000

令和13年10月24日

(10,000,000)

令和33年 9月20日 (50,000,000)

令和18年 8月29日 (100,000,000)

107,585,069

令和19年 4月24日

(100,000,000)

(100,000,000)

合　　　　　計

令和35年 5月28日

令和36年 3月20日

100,000,000

199,822,000

3,305,216,858

令和39年 3月19日 (100,000,000) 100,000,000

債　券　小　計 (3,220,000,000) 3,197,631,789

令和34年 6月20日

94,670,312

99,346,164

令和38年 3月17日

令和25年 3月27日 (100,000,000)

(100,000,000) 99,907,909

令和30年 9月20日 (100,000,000)

100,000,000

10,000,000

(200,000,000)

(100,000,000)

(10,000,000)

(100,000,000)

(100,000,000)
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２　職員退職手当基金

年度 利回り

R5 1.066%

R6 0.964%

R7 1.064%

R7年度　職員退職手当基金　運用益金内訳

職員退職手当基金預金状況（R8.3.31現在）

番号 利率

1 東京電力パワーグリッド㈱第42回社債 1.130%

前年度末現在高 運 用 益 金 積　立　金

64,117,234 682,737 5,000,000

別 段 預 金

大 口 定 期 預 金

取り崩し額 決算年度末現在高

52,987,234 565,000 5,000,000 0 58,552,234

58,552,234 565,000 5,000,000 0 64,117,234

0 69,799,971

債券利子 大口定期預金利子 運用益金計

678,000 4,737 682,737

預金保有高

678,000

銘　柄　名 償　還　日 額　　面 購入金額

令和14年10月 8日 (60,000,000) 60,000,000

合　　　　　計 69,799,971

9,121,971
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別表

　　　歳　　入　　歳　　出
歳入

款 項

1 使用料及び 426,956,410 72.8 △ 11,246,593 △2.6

1 手数料 1 使　 用 　料 426,956,410 72.8 △ 11,246,593 △2.6

2 手 　数 　料 0 0.0 0 －

2 財　産　収　入 67,810,123 11.6 20,043,714 42.0

1 財産運用収入 67,789,443 11.6 20,055,902 42.0

2 財産売払収入 20,680 0.0 △ 12,188 △37.1

3 繰　　入　　金 1 基金繰入金 46,000,000 7.8 1,000,000 2.2

4 繰　　越　　金 1 繰　 越 　金 45,985,545 7.8 △ 8,126,608 △15.0

5 諸　　収　　入 115,616 0.0 580 0.5

1 預 金 利 子 0 0.0 0 －

2 雑　　　　 入 115,616 0.0 580 0.5

586,867,694 100.0 1,671,093 0.3

歳出

款 項

1 議　　会　　費 1 議　 会 　費 356,520 0.1 120,707 51.2

2 総　　務　　費　 481,032,120 86.8 △ 5,208,232 △1.1

1 総務管理費　 135,766,004 24.5 △ 2,717,992 △2.0

2 施設管理費 88,644,340 16.0 7,057,496 8.7

3 施設維持改良費 256,621,776 46.3 △ 9,547,736 △3.6

3 公　　債　　費 1 公　 債　 費 38,989 0.0 37,639 2788.1

4 諸　支　出　金 1 積　 立　 金 72,789,443 13.1 20,055,902 38.0

5 予　　備　　費 1 予 　備 　費 0 0.0 0 －

554,217,072 100.0 15,006,016 2.8

                    　　　　　　年 度
区 分

令　和　5　年　度

決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

合　　　　計

前年比
増減率

合　　　　計

                    　　　　　　年 度
区 分

令　和　5　年　度

決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

前年比
増減率
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　決　　算　　年　　度　　比　　較　　表

428,002,071 73.5 1,045,661 0.2 421,004,968 71.7 △ 6,997,103 △1.6

428,002,071 73.5 1,045,661 0.2 421,004,968 71.7 △ 6,997,103 △1.6

0 0.0 0 － 0 0.0 0 －

70,549,174 12.1 2,739,051 4.0 52,945,683 9.0 △ 17,603,491 △25.0

70,534,720 12.1 2,745,277 4.0 52,888,736 9.0 △ 17,645,984 △25.0

14,454 0.0 △ 6,226 △30.1 56,947 0.0 42,493 294.0

51,000,000 8.8 5,000,000 10.9 69,000,000 11.7 18,000,000 35.3

32,650,622 5.6 △ 13,334,923 △29.0 37,887,569 6.5 5,236,947 16.0

117,214 0.0 1,598 1.4 6,692,819 1.1 6,575,605 5,609.9

0 0.0 0 － 0 0.0 0 －

117,214 0.0 1,598 1.4 6,692,819 1.1 6,575,605 5,609.9

582,319,081 100.0 △ 4,548,613 △0.8 587,531,039 100.0 5,211,958 0.9

189,000 0.0 △ 167,520 △47.0 244,600 0.0 55,600 29.4

468,658,019 86.1 △ 12,374,101 △2.6 506,749,674 89.7 38,091,655 8.1

137,757,613 25.3 1,991,609 1.5 170,714,331 30.2 32,956,718 23.9

87,257,971 16.0 △ 1,386,369 △1.6 91,493,816 16.2 4,235,845 4.9

243,642,435 44.8 △ 12,979,341 △5.1 244,541,527 43.3 899,092 0.4

49,773 0.0 10,784 27.7 69,815 0.0 20,042 40.3

75,534,720 13.9 2,745,277 3.8 57,888,736 10.3 △ 17,645,984 △23.4

0 0.0 0 － 0 0.0 0 －

544,431,512 100.0 △ 9,785,560 △1.8 564,952,825 100.0 20,521,313 3.8

(単位：円、％）

令　和　6　年　度 令　和　7　年　度

前  年  比
増  減  額

前年比
増減率

前年比
増減率

前年比
増減率

決  算  額

決  算  額 構成比決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

決  算  額 構成比
前  年  比
増  減  額

(単位：円、％）

令　和　6　年　度 令　和　7　年　度

構成比
前  年  比
増  減  額

前年比
増減率
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